
評価調査結果要約表 

1. 案件の概要 

国名：フィジー諸島共和国  案件名：廃棄物減量化・資源化促進プロジェクト 

分野：廃棄物管理 援助形態：技術協力 

所轄部署：JICA 地球環境部環境管理グループ 

環境管理第一課 

協力金額（評価時点）：3.2 億円 

先方関係機関：環境局、ラウトカ市、ナンディ町 協力期間 2008 年 10 月～2012 年 3月 

日本側協力機関：鹿児島県志布志市 

1-1 協力の背景と概要 

 フィジー国を含む大洋州の島嶼国では、国土の狭小性や伝統的な土地所有制度などの社会的背景か

ら適切な廃棄物処分場の確保が困難な場合が多く、処分場のほとんどがオープンダンピングである。技

術的な管理能力も伴っていない状況で、経済的に重要な観光・産業資源や、公衆衛生への悪影響が問題

となっている。また、都市部における廃棄物の多種多様化及び量の増大が進み、その適正な処理が喫緊

の課題となっている。フィジー国政府は環境分野の法制度の整備も進めており、2008 年 6 月には、廃棄

物減量化を通した廃棄物適正管理と環境への負荷低減を目指す国家廃棄物管理戦略・アクションプラン

2008-2010 も発表されている。 

 このような背景の下、フィジー国政府は、ラウトカ市、ナンディ町を対象とした自治体の廃棄物管

理能力向上、ごみの減量化・資源化促進などのソフト面への取組み、ごみの収集・運搬コストの軽減と

既存処分場の延命化及び衛生埋立への改善を目的とした技術協力プロジェクト「廃棄物減量化・資源化

促進プロジェクト」を要請した。本プロジェクトは、環境局、ラウトカ市、ナンディ町をカウンターパ

ート（C/P）機関として、2008 年 10 月から 2012 年 3 月までの予定で実施されている。 

 

1-2 協力内容 

(1) 上位目標:「フィジー国の西部地域を中心として 3R が進展する」 

(2) プロジェクト目標:「フィジー国の特性にあわせた 3R(発生抑制、再利用、再生利用/資源化)モデル

の構築をとおして、環境局、ラウトカ市、及びナンディ町における 3R に係るキャパシティが向上する」

(3) アウトプット 

1)ラウトカ市及びナンディ町における 3R に焦点を当てた固形廃棄物管理計画がそれぞれ作成される 

2)パイロットプロジェクト（PP)の実施を通じて、ラウトカ市及びナンディ町が、適切な廃棄物管理能力

を獲得する 

3)ラウトカ市及びナンディ町全域における 3R の実施を通じて、ラウトカ市及びナンディ町が、3R 推進

能力を獲得する 

4)3R 促進に係る環境教育活動を通じて、ラウトカ市及びナンディ町の住民の意識が向上する 

5)フィジー国の特性に合わせた 3R モデルが構築・提案される 

 

(4) 投入（評価時点） 

日本側：   専門家派遣 9名   機材供与 46,431 千円 

     研修員受入 5名（本邦研修 5名） ローカルコスト負担 12,112 千円 

フィジー国側： カウンターパート配置 15 名  

     施設（専門家執務室）  ローカルコスト負担   F$94,951.38  

2. 評価調査団の概要 

 調査者 総括      ：天野 史郎 JICA 国際協力専門員 

廃棄物管理   ：西川 順一 鹿児島県志布志市 市民環境課 環境政策室長 

環境管理    ：佐上 裕俊 JICA ミクロネシア支所 企画調査員 

協力企画    ：吉田健太郎 JICA 地球環境部環境管理グループ環境管理第 1課職員 

評価分析    ：間宮志のぶ 株式会社 国際開発アソシエイツ 

調査期間 2010 年 5 月 17 日～2010 年 6 月 6日  評価種類：中間レビュー 



3. 評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

 本調査において、各アウトプットに設定された指標をもとに達成状況が以下の通り確認された。 

１）アウトプット 1：「ラウトカ市及びナンディ町における 3R に焦点を当てた固形廃棄物管理計画が、

それぞれ作成される」 

アウトプット 1は“十分に達成されている”といえる。廃棄物管理の現状を把握するためにまず現状

調査が行われ、その調査結果の分析をもとに、ごみの流れ図が作成された。さらに、ラウトカ市、ナン

ディ町における廃棄物管理計画マスタープランのドラフト版は集会やワークショップにおいて、多くの

関係者、住民に紹介されるとともに、彼らのフィードバックをうけて修正され、2010 年 3 月に承認され

た（指標 1-1）。このマスタープラン策定のプロセスで、C/P は各種の調査の過程で、管轄する市や町の

廃棄物管理の現状を理解し、調査結果の分析の仕方を学ぶとともに、廃棄物管理の枠組みを捉えること

ができるようになった。さらに、3R の意義と重要性を再確認し、コミュニティと一緒に協力して廃棄物

のリサイクル、減量化を推進する行政の責任を再認識することができたといえる。同時に、このプロセ

スは、ラウトカ市やナンディ町が目指している廃棄物管理についてコミュニティの住民が理解するよい

機会でもあった。プロジェクト開始早期の段階で、廃棄物管理計画の枠組みを明確にし、3R 推進につい

て、すべての主要なステーク・ホールダーを取り込んで合意形成が行われたことで、3RPP 活動の順調な

展開が可能になっているともいえる。 

２）アウトプット 2：「パイロットプロジェクト（PP)の実施を通じて、ラウトカ市及びナンディ町が、

適切な廃棄物理能力を獲得する）  

アウトプット 2は“十分に達成されている”といえる。コミュニティ調査の結果を踏まえてラウトカ

市ではフィールド40地区、ナンディ町ではマタボリボリ地区が3RPPの実施対象地域として選定された。

3RPP 開始前には、住民との合意形成をはかるなどの実施体制作りが入念に行われ、3RPP の住民への周

知、および連帯意識の醸成しつつ、ラウトカ市、ナンディ町での 3RPP 計画が作成された（指標 1）。ラ

ウトカ最終処分場の一部改善に関しては、現状調査の後、パイロットプロジェクトの目標、基本方針が

設定され、施設と運営に関する改善計画が作成されるとともに、支援内容（役割分担）が決められ、処

分場一部改善パイロットプロジェクト計画書が策定された（指標 1-2）。3RPP 実施の過程で、C/P はコミ

ュニティの住民集会でのプレゼンテーションのスキル、配布資料の作成スキル、住民との対話の仕方、

3R の概念や 3R の具体的な作業についての住民への指導の仕方などについて多くの学ぶ機会を得て、個

人レベルのキャパシティが強化された（指標 2-3）。ラウトカ市の C/P は処分場の運営管理に関して新し

い技術（トラックスケールの運用と料金徴収のあり方、処分場の圧縮作業、堰堤をつくることによる整

備等）を習得した（指標 2-4）。 

３）アウトプット 3：「ラウトカ市及びナンディ町全域における 3R の実施を通じて、ラウトカ市及びナ

ンディ町が、3R 推進能力を獲得する」 

アウトプット 3の活動は中間レビュー後に本格的に開始される。活動の準備状況は次の通り。3R 推進

アクションプランの概要案はすでに作成され、ラウトカ市、ナンディ町ではそれぞれ、普及拡大対象地

域の関係者との打合せを開始している。また、コンポスター購入の予算を確保し、調達手続き中である

（指標 3-1）。3R 推進アクションプランは、プロジェクト終了の半年前に 3R 推進活動の検証・評価を実

施し、その結果を反映して改訂されることになっている（指標 3-2, 3-3）。 

 

４）アウトプット 4：「3R 促進に係る環境教育活動を通じて、ラウトカ市及びナンディ町の住民の意識

が向上する」 

アウトプット 4 はアウトプット 1, 2 および 3 と相互に密接に関連している。達成状況を測る指標は

3R 推進の普及拡大の結果を踏まえて検証されるものであるので、パイロットプロジェクト地域でのこれ

までの達成状況と活動のプロセスを検証した。パイロット地域内での資源ごみ分別収集の参加率は増加

の傾向にある。ラウトカ市 3RPP の実績では、32%(2009 年 9 月～2010 年 2 月の平均)、ナンディ町同 24%

である（指標 4-1）。ホームコンポスターはそれぞれ 50 基配布され、使用状況は良好である。一方でコ

ンポスト化に関して一部の住民の関心が落ちていることが確認されている。プロジェクトでは対象地区

の 3RPP コミッティや住民と話し合いをして、庭ごみの取扱いや、メディアを活用した住民啓発活動に

一層力を入れていく必要があると認識し、対応を検討している。 



3R 推進のため、プロジェクトでは様々な環境教育活動を実施している。C/P や環境局の行政官に対す

る研修を実施して 3R の概念の理解促進を図り、教材開発、コミュニケーションの実践研修でスキル向

上を行った。これらの活動を通して、C/P の住民啓発活動の教材、ツールの開発は、多様なステーク・

ホールダーを巻き込む手段ともなっている。 

５）アウトプット 5： 「フィジー国の特性に合わせた 3R モデルが構築・提案される」 

アウトプット 5の活動は中間レビュー後に本格的に開始される。中間レビュー時においては、活動の

準備状況は以下の通り。環境局では、環境局の西部地区支所をラウトカ市のコミッショナー事務所内に

設置し、西部地域の行政関係機関の連携協力体制を構築し、3R 推進を促進する調整役としてシニアレベ

ルの環境担当官を配置した。3R 推進マニュアルやガイドラインは、環境局のイニシアティブのもと、ラ

ウトカ市、ナンディ町からの支援を得て作成されることになる（指標 5-1）。 

(プロジェクト目標の達成見込み) 

「フィジー国の特性にあわせた 3R（発生抑制、再利用、再生利用）モデルの構築をとおして、環境局、

ラウトカ市、及びナンディ町における 3R に係るキャパシティが向上する」 

3R 推進の普及拡大は中間レビュー後に本格的に開始されるため、現時点で指標の達成状況を測ること

はできないが、プロジェクト実施によってパイロット地域では、収集された資源ごみの量が増加してい

ること（指標 1）、家庭内でのコンポスト化によって野菜ごみの廃棄処分量が激減したことが（指標 2）、

活動視察時の聞き取り調査などで確認されている。C/P たちがパイロットプロジェクトで得られた知見、

教訓を効果的に活用して、環境局等の政策レベルの関係機関がイニシアティブをもって進めていけば、

プロジェクト目標達成の見込みは十分ある。 

 

3-2 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

 本プロジェクトはフィジー政府の政策、ターゲットグループのニーズ、及び日本の対フィジー国援

助政策にも合致しており、これらの点では妥当性は高い。フィジー国では廃棄物管理は緊急の課題であ

り、適切な廃棄物管理を行うため 3Ｒを導入することは地域、社会のニーズに合致している。また、フ

ィジー国政府は固形廃棄物管理の向上、特に環境保全のための廃棄物減量化を優先課題とし、廃棄物の

減量化と資源化は太平洋地域環境計画（2010-2015）でも優先課題となっている。日本政府は 2000 年よ

り太平洋地域への支援にコミットしており、環境は優先課題に含まれている。他の援助機関の支援の重

複を避けた選定のプロセス、行政組織を拠点とし 3R 推進のモデル構築から、拡大普及のアプローチも

適切である。さらに、行政の規模も近似であり、自治体と住民が協力し、種々の取組みをした結果、リ

サイクル率 80％を達成しているという志布志市からの協力を導入したことは、効果的であったといえ

る。 

(2) 有効性 

パイロットプロジェクトでの経験が効果的に適用され、環境局などの政策レベルのイニシアティブが

十分に発揮されれば、プロジェクト目標達成の見込みは十分にある。有効性を高める潜在的な要因とし

て、①合意形成に基づく活動の展開、②多様性に対応した創意工夫を挙げることができる。また 5つの

アウトプットは効果的に組み合わさり、段階的に効果が増幅していき、最終的にはプロジェクト目標で

あるラウトカ市、ナンディ町および環境局のキャパシティの強化が達成できるようになっており、論理

構成は明確である。さらに、JOCV の活動との連携、日本の NGO との技術協力、また国際機関（ILO）の

研修の導入等、種々の外部リソースがアウトプット達成を後押しするように効果的に組み込まれている

点も本プロジェクトの有効な点であるといえる。一方で本プロジェクトでは、政策レベルから最終受益

者である住民レベルまでのステーク・ホールダーを同時に、広範囲に捉えて展開されており、その裨益

効果の発現に比較的短期間が想定されている。裨益効果が継続的に発現するようになるためには、プロ

ジェクト後半での普及拡大の戦略が重要になる。 

(3) 効率性 

中間レビュー時における本プロジェクトの効率性は大変高いといえる。日本側の投入は概ね計画通り実

施された。特に志布志市の 3R 推進の取り組みを学んだこと、供与された機材が効果的であった。フィ

ジー側の投入も計画通りであった。定期的な週例会議を合同で実施したことで、プロジェクト内での情

報共有、合意形成が効果的にできたこと、JOCV、NGO、国際機関等の外部リソースと効果的に連携した

ことも効率性を引き上げた要因である。 



(4) インパクト 

 上位目標「フィジー国の西部地域を中心として、3R が進展する」の達成見込みを現時点で検証する

ことは、困難であるが、多くのプラスのインパクトが確認された。 

政策面： 

 フィジー政府はラウトカ処分場の改善事例をラキラキ町処分場のモデルとして応用する応用する

予定である。 

 シガトカ市ではコンポスト化に関心を示し、同市での導入を検討している。 

 都市ごみの発生総量の 3割を占める庭ごみのリサイクルの方法に関して、本プロジェクトでの実績

を踏まえて、国レベルの政策を策定することを検討している。 

経済面： 

 3R 推進の予算確保のため、市の公共清掃費（草刈、側溝清掃）に関する経費の適切性を検討し、こ

れらの経費を削減するため、市では、公共清掃サービスの頻度を減らすことを検討している。 

社会・文化面 

 コミュニティが 3RPP に参加したことで、住宅環境が綺麗になり環境の美化への関心が高まり、住

民同士の公共マナーがよくなった。 

 ラウトカ市、ナンディ町以外の行政組織でも 3R に関する関心が高まっている。 

 3R 推進活動を通してコミュニティ間の連帯が高まり、それが 3R 推進活動以外のコミュニティ活動

の実施に発展した。 

 ナンディ町のローカル新聞“ジェット”はプロジェクトの進展を毎月特集している。ウェブサイト

も含め、1,000 人の購読者以外にも多くの読者が 3R 推進について知ることができる。 

 現時点では本プロジェクトによるマイナスのインパクトは確認されていない。 

(5) 自立発展性 

環境局と地方自治体のイニシアティブでこれまでの努力が継続されれば、自立発展性が確保される見

込みは高いといえる。 

 政策面：フィジー国は 3R 推進の活動を全面的に支援するとしている。また地域に根ざした業務推

進のため、環境局の地域支所を設置し、それぞれシニアレベルの環境担当官を配置することとし、

西部地域に対しては、5月よりシニアレベルの環境担当官をラウトカ市に配置した。 

 組織･制度面：本プロジェクトの活動を通して、ラウトカ市役所とナンディ町役場の組織能力が強

化されてきた。パイロットプロジェクト実施段階は、試行錯誤であり、時間をかけて展開されてき

たが、普及拡大段階ではこれまでの学びを活かし、効率的に活動を進めていく必要がある。ラウト

カ市、ナンディ町では条例や規定による 3R 推進の法的枠組みをつくることを検討しているが、3R

に関心をもつ民間企業との効果的な連携も模索しつつ、効率的な普及拡大の体制、システムづくり

に力を入れていくことが重要である。 

 財政面：環境局では、3R 推進は重要課題としているものの、政府財政が逼迫しており、国レベルで

3R 推進にかける財政的予算を確保するのは困難な状況である。一方でラウトカ市、ナンディ町双方

において、2010 年度の 3R 推進独自の予算が確保されたこと、処分料金や市場ごみコンポストによ

る堆肥販売の収入は廃棄物管理に特化して活用するなど、自治体レベルでは 3R 推進、廃棄物管理

の改善のための財政面での工夫がなされつつある。 

 技術面：本プロジェクトによって導入された 3R 推進にかかる技術は、フィジー国の現状に適して

おり、定着の見込みは大いにある。 

 社会･文化面：3R は人々の住民の行動変容が必要であり、生活習慣の変化をささえるサポート体制

が必要である。そのためにも、コミュニティが独自に設置した 3RPP コミッティなどを継続して支

援していく必要がある。 

 その他：西部地域において、環境、廃棄物分野での支援を検討している援助機関の支援との重複が

ないように、また相乗効果を挙げられるように、支援調整をはかる必要がある。 

3-3 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

 プロジェクトの初期段階での廃棄物管理マスタープランの策定、3RPP の計画作りなど、関係者間の

合意形成のプロセスを重視した計画で展開された。このことは、関係者の活動への参加意欲を促進

している。 

 



(2) 実施プロセスに関すること 

 3R 推進に関与するステーク･ホールダーは多様であり、個別の対応が必要である。プロジェクトで

は、各ステーク・ホールダーの特徴を踏まえつつ、彼らの反応を確認しながら効果的な啓発手段、

環境教材を活用して対処している。 

 現状調査でそのニーズを十分に検討した結果、活動を展開する上で効果的と思われる機材を柔軟に

供与して対応したことで、3R 推進活動が促進されている。 

 プロジェクトの進展に伴い必要となった技術支援に関し、JOCV, NGO および ILO 等の外部リソース

との連携で柔軟に対応したことで、効率的な成果発現に繋がった。 

3-4 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

特になし。 

(2) 実施プロセスに関すること  

特になし。 

3-5 結論 

中間レビュー時点まではプロジェクト活動は計画通りに実施されてきたといえる。5 項目評価の観

点からは、妥当性と効率性はとても高く、プロジェクト目標達成の可能性は高いといえるだろう。ま

た、いくつかの正のインパクトを確認することができた。環境局と地方自治体のイニシアティブでフ

ィジー側の努力が継続されれば、自立発展性が確保される見込みはある。プロジェクトのさらなる成

功のために、これまでの経験や教訓を効果的に活用していくこと、3R 普及に向けたガイドライン等の

作成に向けて、さらなる環境局のイニシアティブが必要である。 

3-6 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言 

1) アウトプット 5 は、環境局のイニシアティブで、3R ガイドラインとマニュアル作成、普及のため

のセミナーの実施を行うこととなっているが、活動を予定通り実施できるかは不透明な部分がある。

ラウトカ市とナンディ町も含めてアウトプット 5の実施体制を明らかにすること。 

2) ラウトカ処分場のトラックスケールのオペレーターは現状では一名のみである。緊急事態にも対

応できるように追加のスタッフを配置すること。 

3) 現状では、プロジェクトでナンディ町にシュレッターを供与する予定はない。そのため、①ナン

ディ町が故障中のシュレッターの修理の予算を確保する、②新規購入・修理する費用を外部資金から

検討する、③ラウトカ市のシュレッダーを共同で使用することを検討する ことをナンディ町が検討

すること。 

4) ラウトカ市にある処分場までの輸送コスト削減のために民間企業や近隣住民による不法投棄が明

らかになった。ナンディ町と中央保健委員会が実態調査を行うこと。 

5) ラウトカ処分場のセントラル MRF は、今年度のプロジェクト予算で建設する予定であるが、JCC の

場においてその運用や維持管理体制などを明確にした上で建設に着手すること。 

6) ラウトカ市、ナンディ町は、自ら作成した廃棄物管理計画に沿った３R活動の促進のために、条例

や規定策定の必要性を認識している。中央省庁はそのような法律の策定を促進すべきである。 

3-7 教訓 

1) 3R 促進のためには、関係者・住民の行動変容が必要である。そのため、ステーク・ホールダーの

特徴にあわせたアプローチを行うことが必要である。 

2) 3R に関連した技術協力プロジェクト、特にコミュニティレベルへのアプローチがある案件では、

ボランティアとの連携は有効である。現行の枠組みではボランティアはプロジェクトの投入とはなり

得ないが、柔軟な配置計画について検討することを提言する。一方で、連携を行う場合は、ボランテ

ィアがスムーズに活動を行えるように、技術協力プロジェクトが開始してからボランティアを派遣す

ることが必要である。 

3) 廃棄物管理における労働環境衛生への取り組みはこれまで技術協力プロジェクトではなかったた

めが、その必要性については今後注目していく必要がある。 

4) 地方自治体や NGO などとの連携をとおして、C/P はより実践的なモデルに触れることができる。日

本側も国際協力において独自の取り組みを広く知られる良い機会となる。日本のリソースと技術協力

プロジェクトを効果的にマッチングすることで、波及効果が拡大する。 



 


